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日本航空整理解雇訴訟に関し、東京地裁判決を見直し公正な判決を下すよう要請します 

   
 2010 年 12 月 31 日、日本航空は 165 名の労働者（パイロット 81 名、客室乗務員 84
名）の整理解雇を強行し、それに対して、解雇された労働者のうち 148 名が解雇の撤回

を求めて訴訟を提起しました。 
 審理によって、更生計画に示された日本航空全体での人員削減目標も同年 11 月には既

に達成し、利益に関しても目標を大幅に超過する営業利益を上げ、2010 年度の人件費削

減目標も 200 億円余も超過していること等が明らかになっていたにもかかわらず、東京

地方裁判所（パイロットは東京地裁民事第 36 部、客室乗務員は同民事第 11 部）は、当

該整理解雇に違法性はないとして訴えを退けました。 
 それは、運航の安全を確保するために献身的に業務を遂行してきただけでなく、日本

航空の過去の放漫経営に対して改善を求め、会社更生が開始された際にも労働者の解雇

をできるだけ回避するための合理的で適切なワークシェアリング等の措置を提案してき

た原告らの、司法に対する期待を著しく損ねるものでした。 
 両判決は、更生計画遂行にあたって解雇を行うべき経営上の必要性が何ら具体的に示

されていないにもかかわらず、一度示された人員削減策だけは頑なに実施することを容

認しました。それは、「関係人の利害を適切に調整」しつつ事業の更生を図るという会社

更生法の目的も労働者の雇用保障の理念をも蔑ろにするものでした。   
 もともと、日本航空が経営破綻に至った最大の原因は、空港の乱造といった歪んだ航

空行政と、航空機の過剰購入などの過去の放漫経営にあったことも証明されており、そ

れらについて何ら責任を負うべき立場にない労働者にそのしわ寄せをすべきものではあ

りません。ましてや、稲盛和夫会長は「誰が見ても、解雇された労働者の雇用を継続す

ることはできた」と法廷で証言しましたが、東京地裁は企業の経営責任者が解雇の必要

性を否定したにもかかわらず解雇を容認するという、整理解雇法理から大きく逸脱する

判断をしました。 
 その後、日本航空は、既に株式を再上場し、企業としては繁栄していますし、客室乗

務員については必要要員数を大きく割り込み、欠員補充のため広く募集し多数の新規採

用までしています。 
 さらに、控訴審における審理を通じて、本件解雇時点において、更生計画が予定して

いた必要人員体制が実現しており、「余剰人員」なるものが存在していなかつたことが明

らかにされました。 
  
 労働者が人間らしく働く権利は尊重されなければなりません。憲法は幸福追求の権利

や労働者の労働権を保障し、労働契約法 16 条は解雇権の濫用を禁止しています。経営が

悪化し、仮に人件費削減が必要となった場合であっても、整理解雇４要件という規範を

適正に遵守する法的責任が使用者には課せられているのです。 
 にもかかわらず日本航空の管財人は、公正たるべき更生手続を濫用して、本件解雇を




